




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































20，000 25，000 30，000 35，000 40，000 45，000 50，000 60，000 70，000180，000
実収入階級 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
24，999 29，999 34，999 39，999 44，999 49，999．59，999 69，999 79，999 89，999








36．3 34．9 35．7 35．7 37．3 38．0 38．9 40．4 42．6 41．7
実　収　入 22，271 27，574 32，669 37，463 42，599 47，398 5弓，436 64，665 74，374 84，964
世帯主収入 20，566 26，773 31，596
』5，994
41，002 45，643 52，113 60，233 69，639 80，122
実　支　出 24，239 28，588 31，263 36，000 40，753　　　　　脚 45，186．51，083　　　　　　　　　　　1 61，018 69，486i797445
①強制支出 899 1，707 2，226 3，099 3，777 4，525 5，666 7，379 10，064 12，809
②共通支出 6，701 7，837 8，695 10，010 11，318 12，652 14，417 18，07ユ 19，035 19，994
③文化支出 2，146 2，963 3，513 4，357 5，243 6，048 7，211 8，868 12，127 13，339
④個人支出 14，493 16，081 16，829 18，534 20，415 21，961 23，789 26，700 28，260・33，303
⑤食料費 11，591 12，498 13，282 14，394 15，680 16，881 18，078 19，695 21，086 23，441
対実支出比 ％
① 3．7 6．0 7．1 8．6 9．2 10．0 11．1 12．0 14．4 16．】．
② 27．7 27．4 27．8 27．8 27．7 27．9 28．2 29．5 27．3 25．1
③ 8．9 10．4 11．2 12．1 12．8 13．3 14．ユ 14．5 17．4 16．7
④ 59．8 56．2 53．9 51．4 50．0 48．5 46．5 43．7 40．6 42．0
⑤ 4’7．7 43．7 42．5 39．9 41．3 35．0 35．4 32．2 30．2 29．5
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第5表 5人世帯
実収入階級
調査世帯数
世帯主年令
実　収　入
世帯主収入
実　支　出
①強制支出
②共通支出
③文化支出
④個人支出
　　⑤食料費
対実支出比
①
②
（3）
④
⑤
家計維持率
25，00030，000
　　～　　　　　　　　～
29，99934，999
　
6
（
コ
　
゜
F
D
Q
ゾ
　
3
27，648
25，667
28，922
1，319
7，711
3，388
16，504
13，079
％
4．6
26．6
11．7
57．0
45．1
89
81
40．6
32，731
30，411
32，794
1，797
8，941
4，　286
17，770
14，025
5．5
27．4
12．1
54．2
42。8
93
35，000
　　～
39，999
F
D
O
3
　
°
1
0
ヲ
　
3
37，765
36，116
35，397
3，134
8，304
4，477
19，482
15，669
8．9
23．5
12．6
55．0
44．4
101
40，00045，000
　　～　　　　　　　　～
44，99949，999
147
40，0
42，433
40，　902
39，　223
3，371
10，513
5，212
20，127
16，202
8．6
26．　8
13．3
51．2
41．3
104
178
41．7
47，446
44，618
44，439
4，377
11，604
6．325
22．133
　　　　　｝
50，000160，000
　　～　　　　　　　　～
59，999
5
0
7
　
の2
2
　
4
54，415
52，076
51，415
5，311
12，633
8，512
．25，184
17，476 P19・633
9．9
26．2
14．3
49．9
39，4
102
10．3
24．4
16．　5
48．7
38．　0
99．7
　　　　　　70，000
1 　～
　　　　　　79，999　　　969，99
155
43．9
64，498
59，853
60，　960
7，114
15，803
10，555
27，488
20，663
11．7
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17．4
45．2
34．0
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第3図
　　　　　4人世帯
第4図
100
％
80
60
40
20
●一つ一一つ一4－一●一†一●一一L－◎一＿一＿璽＿」●
20　　25　　30　　35　　40　　45　　50　　60　　70　　80　　90
1　　1　　～　　l　　l　　～　　1　　～　　l　　l　　～
5人世帯
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　第5図　　6人世帯
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第6表　6入世帯
実収入階級
調査世帯数
世帯主年令
実　収　入
世帯主収入
実　支　出
①強制支出
②共通支出
③文化支出
④個人支出
　⑤食料費
対実支出比
①
②
③
④
⑤
家計維持率
40，000
　～
44，999
20
42．5
42，066
38，631
38，703
2，817
10．368
4，999
20．519
16，922
％
7．2
26．8
12．9
53．0
43，6
99．8
45，　OOO
　～
49，999
26
42．6
48，099
46，188
44，693
4，867
11，352
5，621
22，853
18，583
10．9
25．4
12．5
51．1
41．5
104
50，000　幽60，000
　～　　　　　　　　　　　～
59，999　　69，999
43
42．4
55，540
53，139
52，670
5，347
11，976
9，115
26，232
21，146
10．1
22．6
17．3
49．8
40．0
101
　
2
Q
》
°2
4
　
4
63，943
60，016
65，023
6，286
17，683
11，303
29，751
23，321
9．7
27．2
17．　4
45．7
35．　9
92
70，　OOO
　～
79，999
20
45．1
74，511
70，666
71，588
6，406
18．561
12，949
33，672
26，474
8，7
25．9
18．1
47．0
37．0
98．7
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　まず，社会的で強制力を持つ強制的支出比は，いずれの場合も収入階層の
上昇に従って増加し，世帯人員の違いではあまり変化がみられない。むしろ
月収20，000円層で4～5％45，5000円層で10～11％と各収入層ほぼ同率と
なり，この支出は，収入高に応じた重味を持った支出と云える。
　共通的支出は，同一一世帯人員では収入層が上昇しても，その比率は殆ど変
らないが世帯入員の増加に対してはその比を減少してゆき3入世帯の約32
％，から4入世帯の29％，5人世帯の27％となる。それぞれの図から，傾向
線を算出すると，係数が非常に小さく，ほぼ一定したものとみてよいであろ
う。この支出は，世帯人員の影響を多く受ける費目で多人数世帯の節約効果
は，この辺りに現われるのであろうと思われる。
　先に参考としてあげた都市勤労者世帯の場合も，低所得層でも一定率の支
出を行っている点を重視すると，勤労者家計としての社会的に固定化された
　（5）
必要費として相対的地位を保持しているものと考えられる。なお同一収入階
級における職業別にみた結果を第7表に示すと，職業間ではやや変動が認め
られた。
第7表　同一現金収入階級における世帯主の産業別共通支出比　（単位円）
1鉱業建設製造卸小売1金融
実　収入
実　支　出
共通支出
142，・524
対実支出％
実　収　入
実　支　出
共通支出
対実支出％
37，129
6，030
16．3
不動産
42，467
36，044
10，875
34．8
42，333
38，714
9，447
24。4
運輸通信
4を，482
39，652
8，291
20．9
42，337
40，860
10，279
25．1
サービス
42，638
40，300
9，264
23．　0
42，449
40，870
10，344
25．4
公　　’務
42，480
40，962
9，123
22．3
42，542
41，139
9，268
22，6
その他
42，i48
40，402
9
0
だ
0
9
　
°
，
Q
》
7
1
文化的支出は，収入層が上昇すると共にその比を増しているが，高収入層
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になると，子女の高年令化も影響するためか，世帯人員の多い所ではやや比
率が増加する傾向が認められた。
　個人的支出に関しては，特に食物費に注目すると，世帯人員増加によりそ
の比率は上昇しているが，収人階層の上昇につれては急速に減少する。一方
食物費以外の個人的支出は収入階層，世帯人員の変化によってもほとんど変
化はみられず，10－12％程度の比率を占めている。
　なお，収入階層を揃えてみると共通的支出と食料費支出を加えた比率がど
の世帯人員の場合もほぼ同率となり，共通的支出の減少分が食料費の増加を
補っている様子が観察された。
　以上の集計結果に基き，家計構造図を描くと，クPスセクションながら，
現在の日本の賃金体系の許での勤労者核家族世帯が，そのライフサイクルを
進めてゆく時辿るであろう家計構造の動きを推測することができる。即ち世
帯人員に変化がなければ，世帯主年令の上昇に伴い，収入が増加し，負担費
に代表される社会的強制的支出比の重みが大きくなる。子供の年令階級も進
む為，教育費等を含む文化的支出部分も増大してゆくが，一方個人的支出，
主として食料費率は減少してゆく，そして食料費以外の個人的支出と社会的
な規制を受けている共通的支出はその支出配分に大きな変化を受けず，家計
は，いわば安定的均衡状態を保ってゆくと見られるポ
　しかし世帯主収入の家計維持率をみると，低所得層を除きほぼ100％程度
となり，家計に余裕の少ないことが察知される。高所得層でかえって100％
を割っているものが見られることは注目すぺきである。これ等は同一時点で
家計構造をくらべたものであり，現実の状態では，消費行動が年々変化し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
支出増加の傾向は更に強まることであろう。その時には相当程度の収入層で
も世帯主収入のみによる家計維持は困難になるであろうと思われる。
　以上は，世帯人員に変化なき場合であったが，現実の家族では児童は成長
し，新しい誕生による人員増加があり，家計構造は2入世帯のものから，3
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第8表　世帯人員の推移と家計構造のモデル
・人・人1・人・人
世帯人員
世帯主年令
実　収入
世帯主収入
実　支　出
④強制支出
②共通支出
③文化支出
④個人支出
⑤食料費
対実支出費
①
②
③
④
⑤
家計維持率
3。0
34．6
37，326
35，609
34，804
2，947
10，598
3，695
17，564
13，120
％
8．4
30．4
］0．6
50．5
38．1
102
4．0
37．3
42，599
41，002
40，753
3，777
ユ1，318
5，243
20，415
15，680
9．2
27．7
12．8
50．0
41．3
101
5．0
41．7
47，446
44，618
44，439
4，377
11，604
6，325
22，133
17，476
9．　9
26．2
14．3
49．9
39．4
102
6．0
42．4
55，540
53，139
52，670
5，347
11，976
9，115
26，232
21，146
10．1
22．6
17．3
49．8
40．0
101
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人，4入へと変化してゆく筈である。そこで世帯人員の増加を考慮した場合
の家計構造図を描いてみた。ここでは特にライフサイクルをふまえたコーポ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
一ト的研究によらなければならない点が多々あるが，資料の得られぬまま，
静態的な縦断面から，家族の発展段階に近いモデルを組み家計構造変動の傾
向を探ることとする。
　本資料の調査世帯の分布状態，世帯主年令の移行などを組合せ，第8表の
ようなモデルとしそれぞれの時期の家計構造をプロットして傾向線を当ては
めてみたのが第6図である。
　この図からは，第2図～第4図にみられるような安定的家計構造とは異な
り，拡大してゆく食物費・文化的支出に圧迫された形の家計が現われてい
る。この場合収入は増加し家計も世帯主収入で維持されてはいるが，強制的
支出も緩慢ながら増加し，文化的支出の急激な上昇と，収入増加にもかかわ
らずその支出比率を増している食物費など，諸方面での支出の増大が観察さ
れる。そして相対的に一定比率を維持し得なくなった食物費以外の個人的支
出分の急速な減少は，個々の家族にとって，生活実感としての圧迫感を与え
ることになるであろう。共通的支出部分には，多人数節約分があることも考
えられるが，急激な減少は，矢張り増加傾向を持つ支出からの圧迫によると
ころが大きいのであろうbそして収入面においても，家計構造が急速異常に
変動すると，単に収支相つぐなうだけでは，不安感が大きく，不安定な家計
構造であると云うことになるであろう。
　むすびに
　支出の性格上の分類に従って，家計費の構造を観察した結果は次の通りで
あった。
　1）　都市勤労者家計において
　　a・　社会的な強制支出的比は収入階層の上昇と共に増加する。
　　b，　社会的な共通支出的比は収入階層によっても変化が少なく，ほぼ一一
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　　定比率を示す。
　c・文化的支出比は収入階層の上昇と共に漸増する。
　d・個入的支出比はやや減少するが，食物費以外の個人費は収入層に関
　　連なく，ほぼ一定比率となる。
2）　有業人員一人の核家族世帯において，世帯入員別に比較すると
　a・　強制的支出比は世帯人員より収入階層に影響されることが大きい。
　b・　共通的支出比は収入階層による変化は少なくほぼ一定であるが，世
　　帯人員により変動する。
　c・文化的支出比は，収入層の上昇，世帯人員の増加により，その支出
　　割合を漸増する。特に多人数，高収入層においてその割合が大きくな
　　　る。
　d・個入的支出比は世帯人員増加により増加し収入階層の上昇により減
　　少する。しかし食物費以外の個人費の割合はいずれの場合も殆ど変化
　　していない。
3）　以上の結果から，世帯のライフサイクル移行を考慮した場合の家計構
　造を描くと
　a．世帯人員が変化しない時は，余裕は無いながらも一応安定した形を
　　とるであろう。
　b・　世帯人員が増加してゆく場合は，支出面の異常な膨張により，支出
　　配分の枠組の均衡が破れ，家族員は心理的にも種々の圧迫感を受ける
　　ことになるであろう。この場合特に世帯主収入に弾力性が乏しく一層
　　の不安感を持たせるのではないかと思われる。
4）　上記の場合は，収入増加にもかかわらず食物費率，文化的支出率が大
　　きく増加するため，その他の個人的支出は大きく縮少し社会的支出た
　　る共通支出も減少せざるを得なくなっている。
5）一般に世帯主収入の家計維持率が高いことは，調査時期にボーナスが
　　入っていないため，家計調査年報にみられる年平均値の収入より（1
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　　～11月平均）きびしい状態となっているのであろう。しかし稼得力に
　　　余裕がない核家族，しかも大きな家計変動を免れえない世帯構成では
　　　高所得層でも家計を維持しえない例のあることには注目しなければな
　　　らない。
6）以上の諸点から，発展的な家族においては余裕の持てる収入額を確保
　　　することへの努力と世帯人員増加に対しての対策が必要となる。
　　　特に高年令児のいる多子世帯となった場合，世帯自身が食物費，文化
　　　支出の増大に対してよくその内容検討を行い適正支出をする必要があ
　　　ろうが，外部からの何らかの補助も望まれることである。この場合，
　　　いろいろの方法が考えられるが上記の検討結果からは，多人数世帯と
　　　なるために家族が圧迫を受ける費目…個入的支出のうち特に食物以外
　　　の部分や，共通的支出の部分…への給付を行い心理的にもその圧力を
　　　減じることも効果があるのではないだろうかと思われる。
　以上大きな分類からみた家計構造の動きである。家族構成問題や，動態的
検討は資料の点からもできなかったが，今後の研究の基礎資料としてとりま
とめたものである。　　　　　　　　　　　　　　　（本学助教授）
註1　篭山教授は近著「生活経営学」では，教育費を社会的支出，被服費と文化的
　　支出を個人変動費とされている。
註2
2図　a
　　b
　　C
　　（d
3図　a
　　b
　　　C
　　（d
第2～4図各傾向線の算式
y＝1．2x十9．7
y＝o。26x十32。28
y＝O。49x十11．6
y＝－2。05x＋34．49食物費）
y＝1．28x十10．53
y＝＝0．05x十27．87
y＝0．74x十13．33
4図　a
　　b
　　C
　　（d
y＝－2．02x＋36．69食物費）
y＝0．8x十9．5
y＝0．34x十26．8
y＝O。59x十14．9
y＝－1．54x十38。3食物費）
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註3紙面の都合により実収入80，000～89，999層の数字は表から省略した。
註4　　　〃　　　実収入90，　OOO～99，999100，　OOO～119，999層の数字は表か
　　　ら省略した。
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